
  

参考資料
本文図表基礎資料

第１図 求人倍率、完全失業率の推移（季節調整値）

第２図 新規求人の産業別増減寄与度（前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第３図 鉱工業生産と製造業新規求人数の推移（季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



第４図 新規求人の就業形態別寄与度（前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第５図 常用新規求職者の求職理由別増減寄与度（前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第６図 有効求人倍率（季節調整値）の変化の要因分解

平成12年版 労働経済の分析



第７図 新規学卒就職率の推移

第８図 労働力フロー（12か月累計）

平成12年版 労働経済の分析



第９図 労働力率変化の要因分解

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第10図 産業別雇用者数の推移（前年同期差）

第11図 企業規模別雇用者数（非農林業、前年同期差）

平成12年版 労働経済の分析



第12図 週間就業時間別雇用者数の推移（前年同期差）

平成12年版 労働経済の分析



第13図 職業別雇用者数の推移（前年同期差）

平成12年版 労働経済の分析



第14図 職種別労働者の過不足判断D.I.の推移

平成12年版 労働経済の分析



第15図 サービス業の活動指数、雇用者数の推移（前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第16図 所定外労働時間、常用雇用、生産指数の推移（製造業、季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第17図 景気後退局面における常用雇用と生産の変動（製造業）

第18図 雇用人員判断D.I.の推移（全国企業）

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第19図 産業別雇用調整実施事業所割合の推移（実績）

平成12年版 労働経済の分析



第20図 雇用調整実施事業所割合の推移（製造業、規模別）

平成12年版 労働経済の分析



第21図 完全失業率の推移（季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



第22図 求職理由別完全失業者数の推移（前年同期差）

平成12年版 労働経済の分析



第23図 世帯主との続き柄別完全失業者数の推移（前年同期差）

平成12年版 労働経済の分析



第24図 労働力人口フロー（12か月累計）

平成12年版 労働経済の分析



第25図 構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率の推移

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第26図 非自発的離職求職者と非自発的離職失業者の推移（前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第27図 現金給与総額の推移（前年同期比）

第28図 主要産業別所定内給与の伸び率の変化

第29図 春季賃上げ率（主要企業）と各指標との関係

平成12年版 労働経済の分析



第30図 夏季賞与及び年末賞与の要因分析

平成12年版 労働経済の分析



第31図 総実労働時間の前年同期比に対する時間の種類別寄与度の推移

平成12年版 労働経済の分析



第32図 所定内労働時間増減率の要因分解

第33図 製造業の所定外労働時間と生産指数（季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



第34図 産業別所定外労働時間の推移（季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



第35図 年間総実労働時間の国際比較（製造業生産労働者）

平成12年版 労働経済の分析



第36図 労働災害の推移

第37図 卸売物価指数の推移

平成12年版 労働経済の分析



第38図 企業向けサービス価格上昇率に対する類別寄与度の推移

第39図 消費者物価上昇率に対する商品・サービス分類別寄与度の推移

平成12年版 労働経済の分析



第40図 実収入の名目増加率に対する収入項目別寄与度（全国勤労者世帯、前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第41図 消費支出の実質増加率に対する要因別寄与度（全国勤労者世帯、前年同期比）

第42図 消費者態度指数の推移（全世帯、季節調整値）

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第43図 消費支出の実質増加率に対する財・サービス別寄与度（全国勤労者世帯、前年同期比）

第44図 年間収入五分位階級別実収入、可処分所得、消費支出、非消費支出及び平均消費性向の動向

（1999年、全国勤労者世帯）

第45表 2000年春季労使交渉における産業別組織の主な要求・妥結一覧

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第46図 雇用者数、労働組合員数及び推定組織率の推移

平成12年版 労働経済の分析
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平成12年版 労働経済の分析



  

参考資料
本文図表基礎資料

第１－(１)－１図 入職率と経営上の都合による離職率の推移

第１－(１)－２図 全産業活動指数、雇用者数、雇用人員判断D.I.の推移

平成12年版 労働経済の分析



平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－３図 雇用者数の要因分解（雇用者数前年同期比）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－４図 労働分配率の要因分解（全産業）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－５図 高齢化に伴う賃金上昇圧力（試算）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－６図 正規従業員減少の理由

第１－(１)－７表 人員削減の職場適応、精神面への影響（従業員増加率とメンタルヘルスの相関関係）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－８図 産業別常用雇用指数の推移（事業所規模５人以上）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－９図 今後５年間における企業の経営戦略

第１－(１)－10図 今後５年間における新規事業展開の分野

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－11図 就業形態の多様化の実態

第１－(１)－12図 非正規労働者の割合の推移

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－13図 産業別パート比率の推移

第１－(１)－14図 事業所類型別にみた一般労働者、パート労働者の増減寄与度

平成12年版 労働経済の分析



第１－(１)－15図 職種別（４部門）就業者数の推移

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－１図 若年人口（15～29歳）と高年齢人口（55歳以上）の推移と予測

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－２図 労働力率の変化の要因分解

第１－(２)－３図 労働力人口増加率と全要素生産性上昇率との関係

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－４図 年齢別金融資産保有額及び平均貯蓄率

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－５図 高年齢者世帯の貯蓄残高割合の将来推計

第１－(２)－６図 年齢別労働力人口の見通し

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－７図 年齢別労働力需給ギャップの変化（試算）

第１－(２)－８図 就職意識の推移（女性）

第１－(２)－９図 女性の労働力率及び潜在的労働力率（学歴、年齢階級別）

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－10表 諸外国における外国人労働者受入れ制度

平成12年版 労働経済の分析



第１－(２)－11図 アジア主要国の１人当たりGDP及び人口

平成12年版 労働経済の分析
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平成12年版 労働経済の分析



  

参考資料
本文図表基礎資料

第２－(１)－１図 高卒求職者数と高卒求人数の変化（1992年３月～99年３月）

第２－(１)－２図 就職者数の増減率に対する職業別寄与度の推移（1992年３月～99年３月）

第２－(１)－３図 高卒求職希望と求人のミスマッチ（1999年）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(１)－４図 18歳人口と高卒・大卒就職者数の推移

第２－(１)－５図 新規学卒者の職業別学歴構成変化（1992年３月～99年３月）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(１)－６図 学歴別無業者比率、高卒求人倍率の推移

第２－(１)－７図 東京都及び神奈川県における高卒の求人倍率及び無業者比率の推移

平成12年版 労働経済の分析



第２－(１)－８図 求職理由別若年失業率の推移（男女計、15～24歳）

第２－(１)－９図 年齢・求職理由別完全失業率（1999年）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(１)－10図 世帯主との続柄別若年失業率（15～24歳）

第２－(１)－11図 フリーター数の推計（男女計）

第２－(１)－12図 性、年齢階級別フリーターの数の推計

平成12年版 労働経済の分析



第２－(１)－13図 新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移

第２－(１)－14図 若年の離職率等の推移（15～24歳）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－１図 フリーターの最終学校卒業又は中退時の就業状況

第２－(２)－２図 最も重視した「初めての会社」選択理由の推移（20～24歳）

第２－(２)－３図 現在の勤務先での45歳時の予測（民間、男性）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－４図 「フリーターは自由で多様な働き方である」と思うか

第２－(２)－５図 年齢階級別転職希望率の推移

第２－(２)－６表 フリーターの類型化

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－７図 年齢別フリーターのメリット、デメリット（最も強く感じるもの１つ）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－８図 性、年齢別フリーターの正社員化への希望

第２－(２)－９図 １年間のフリーターの収入額と単身世帯の支出額の比較

第２－(２)－10図 男女別大卒の移行過程

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－11図 前職の雇用形態別労働移動、満足度、賃金変動（20～29歳）

第２－(２)－12図 若年層のキャリアパターンと職業能力に関する認識

平成12年版 労働経済の分析



第２－(２)－13図 離職期間の有無別転職前の就業経験の活用状況、満足度、賃金変動（20～29歳）

第２－(３)－１図 正社員の今後の採用についての考え方

第２－(３)－２図 ホワイトカラーに対する企業の採用戦略の推移

平成12年版 労働経済の分析



第２－(３)－３図 一般労働者の入職者構成の推移

第２－(３)－４図 産業別就業者構成変化に対する転職等の寄与率

平成12年版 労働経済の分析



第２－(３)－５図 ホワイトカラー正社員を中途採用する際の問題点

第２－(３)－６図 転職活動をする上で、何かちゅうちょしたり、困ったりしたこと（20～29歳）

平成12年版 労働経済の分析



第２－(３)－７図 新規学卒入職者（20歳未満）に占めるパートタイム労働者比率

第２－(４)－１図 学歴別就職者数の推移

平成12年版 労働経済の分析
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平成12年版 労働経済の分析



  

参考資料
本文図表基礎資料

第３－(１)－１図 性、年齢別完全失業率

第３－(１)－２図 性、年齢階層別失業頻度、失業継続期間

第３－(１)－３図 年齢階級別離職・再就職企業での平均月収額及び生計費

第３－(１)－４図 求職理由別中高年の失業者（1999年２月）

平成12年版 労働経済の分析



第３－(１)－５図 男性高年齢者の年齢別就業状態（1996年）

第３－(１)－６図 男性60～64歳の就業状態の推移

第３－(１)－７図 高年齢有業者の産業別人数、構成比の推移（男性）

第３－(１)－８図 高年齢有業者の職業別人数、構成比の推移（男性）

平成12年版 労働経済の分析



第３－(２)－１図 平均寿命の国際比較

第３－(２)－２図 60歳の平均余命（男女）

第３－(２)－３図 不就業者に占める元気なものと元気なものでフルタイムで働くことが可能なものの割合（1996年）

第３－(２)－４図 [体力年齢＜暦年齢]の占める割合の推移

平成12年版 労働経済の分析



第３－(２)－５図 加齢に伴う要素別職務能力の変化

第３－(２)－６表 職種別、必要とされる職務能力

平成12年版 労働経済の分析



第３－(２)－７図 職業生活からの望ましい引退年齢の推移（アメリカ及び日本、男性）

第３－(２)－８図 就業継続理由（国際比較）

第３－(２)－９図 勤労観について（国際比較）

第３－(２)－10図 年金受給額階級別普通・短時間勤務雇用者数割合（男、60～64歳雇用者の年金受給者に対する割合）

平成12年版 労働経済の分析



第３－(２)－11表 高年齢者の就業確率に対する諸要因の弾性値（男性）

第３－(３)－１図 企業の従業員の年齢構成の変化

第３－(３)－２図 高齢化指数の推移

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－３図 男性標準労働者の賃金カーブ

第３－(３)－４図 高齢化の進行と年齢間賃金格差の縮小（1980年～99年）

第３－(３)－５図 同一年齢における賃金格差（男性標準労働者）

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－６図 今後の賃金制度の方針

第３－(３)－７図 賃金制度改訂の自分自身の「働く意欲」への影響

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－８図 賃金カーブの国際比較（日、米、独）

第３－(３)－９図 世帯主の年齢別消費支出の国際比較

第３－(３)－10図 役職者割合の変化

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－11図 役職に就いている者の割合の変化

第３－(３)－12図 役職者の平均年齢の推移

第３－(３)－13図 年齢階級別役職者割合の推移

第３－(３)－14図 学歴別、年齢階級別役職者割合の推移

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－15図 企業規模別、大卒者の年齢階級別役職者割合の推移

第３－(３)－16図 逆転人事の状況とそれに伴う年長者のモチベーション維持対策

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－17図 直属の上司が年下であることについて「抵抗感はない」理由

第３－(３)－18図 完全失業率、雇用者率の推移（男性、55～59歳）

平成12年版 労働経済の分析



第３－(３)－19図 50歳台後半層の残存率、長期勤続者割合

第３－(３)－21図 年、規模、産業別65歳までの雇用確保の制度を有する企業及び65歳までの雇用を確保する企業割合

第３－(３)－22図 60歳定年制企業における継続雇用制度（勤務延長制度、再雇用制度又は両制度併用）の導入企業割合

第３－(３)－23図 60歳以上の定年到達者に対する勤務延長・再雇用制度の適用割合（定年制ありの企業）
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第３－(３)－24図 一律定年制における定年年齢を61歳以上とする理由別企業割合

第３－(３)－25図 部門別定年後労働者の継続雇用理由別企業割合

第３－(３)－26図 望ましい自分の60歳代前半の就業形態別割合（50歳代の労働者）

第３－(３)－27図 定年後就業者の55歳当時の職種別現在の職種状況（男性）

第３－(３)－28表 継続雇用制度導入企業における制度別、企業規模別・処遇の変化別企業割合及び雇用期間別企業割合
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第３－(３)－29図 企業規模別一律定年制企業における継続雇用制度の設定予定がない企業の理由別企業割合

第３－(３)－30図 60歳以上の労働者における会社から期待されている役割別労働者割合
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第３－(４)－１図 大企業から受け入れた40歳以上の社員で評価できる点

第３－(４)－２図 職種間移動の実態（40～59歳）

第３－(４)－３図 職種別移動元・移動先割合（40～59歳）

第３－(４)－４図 中高年の再就職前後の賃金変動

第３－(４)－５図 転職にあたって役だった能力、身につけておけばよかった能力と賃金水準

第３－(４)－６図 求人年齢要件設定の理由
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第３－(４)－７図 求人年齢制限の撤廃可能な職種

第３－(４)－８図 年齢階級別完全失業者の主な求職方法

第３－(４)－９図 出向・転籍先企業の連結決算対象の状況
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第３－(４)－10図 出向・転籍の受入れの問題点

第３－(４)－11図 大規模企業の50歳台前半層の10年間の変化（1,000人以上、非農林業）

第３－(４)－12図 事業経営ノウハウの修得先

第３－(５)－１図 世帯主の年齢階級別年平均１か月間の消費支出額（全世帯、1999年）

第３－(５)－２図 年齢階級別就業率、１か月平均年金受給額及び勤労所得額（男性、1996年）

第３－(５)－３図 年齢階級別就業者の就業理由（第１の理由）別割合（男性、1996年）
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第３－(５)－４図 就職希望者の希望する勤務形態割合の推移（男性、60～64歳）

第３－(５)－５図 年齢階級別雇用者の週間就業時間別割合（男女計、1997年）

第３－(５)－６図 年齢階級別大都市圏内外別就業形態割合（男女計、1997年）

第３－(５)－７図 東京、その他の地域別60歳代前半に働く場合の仕事上の役割希望別割合及び勤務形態別希望割合（男女計、1996年）

第３－(５)－８図 属性別日常生活の満足度（60歳以上）
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第３－(５)－９図 ハッピーリタイアメント指標（60歳以上）

第３－(５)－10図 近所付き合いの有無・近所の人たちと親しく話をする回数（週、60歳以上）

第３－(５)－11図 ストレス解消法（日本・60歳以上）
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第３－(５)－12図 生活時間の比較（壮年有業者、高年齢無業者／男女）
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